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会計実務を長い間支配してきた歴史的原価主義会計に対して，様々な観点か
らの批判が提起されてきている。歴史的原価主義会計を批判する多くの論者
は，単に，その欠陥を指摘するに留まらず，それに代わる新たな会計方法を提
唱している。代表的な代替的会計方法として，取替原価主義会計，売却時価主
義会計，現在価値主義会計などを挙げることができる O しかしながら，近年
「企業にとっての価値」主義会計と呼ばれる会計方法が提唱されている O この
会計方法によれば，取替原価，売却時価(正確には，正味実現可能価値)，現
在価値が，状況に応じて資産評価基準として用いられる。本論文の目的は，こ
の「企業にとっての価値」主義会計論を検討することである。最初に， I企業
にとっての価値」概念の本質とその決定方法を明らかにし，次に，その概念に
基づく資産評価基準を検討する。
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n I企業にとっての価値」概念の本質と決定方法
「企業にとっての価値J(Value to the Firm)または， 1"所有主にとっての
価値J(Value to the Owner)と呼ばれる価値概念が，資産評価の基礎として，
D・ソロモンズ， F. K・ライト， E・スタンプ，サンデイランズ報告書など
により，提唱されてきている。本節では，この価値概念の本質とその決定方法
を明らかにする。
(1) 1"企業にとっての価値」概念の本質
「企業にとっての価値」概念は，必ずしも，一義的に定義されているわけで
はないが，その多くの提唱者は，その概念の源として， J.C・ポンプライトに
よる「所有主にとっての価値」概念に言及し，それを機会価値(機会原価の逆
の概念〉として解釈している。たとえば， D.ソロモンズ ((10)，p. 123)は，
「所有主にとっての価値」概念を説明するにあたって， J. C .ポンプライト
による定義を次のように引用している。
「所有主にとっての価値は，会計上重要な概念、である。というのは，所有主
にとっての価値は，必ずしも，継続企業にとっての価値が意味しているもので
あるわけではないけれども，それは， w継続企業にとっての価値』が意味すべ
きものであるからである。所有主にとっての資産価値は，所有主がその資産を
剥奪されたとするならば，彼がこうむると予測される，直接的および間接的な
すべての損失の逆の価値として定義される。」
また， E・スタンプ ((11)，pp. 284-285)は，次のように機会価値概念を
説明した後， J. c・ボ γブライトによる定義を引用している。
(1) F. K・ライト((13)，p. 76)は，機会価値概念を次のように定義している。「企業
により所有されている資産の企業にとっての機会価値は，企業がし、まだその資産を所
有していなかったならば，企業が負わねばならないであろう損失または犠牲である。
それは，その資産の所有を通して回避される最もコストのかからない代替的行動によ
り，測定される。」
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「ある行動の機会原価は，提案された行為を取るために犠牲にされなければ
ならない最も魅力ある機会の価値として定義されうる。この概念は，経済学や
経営学において広く用いられでいる。実際，成功した事業家は，この概念の直
感的把握とともに生まれたと言えないだろうか。
資産の『価値』を決定するさいに，人は，いわば，機会原価概念を逆さにし，
機会価値をその資産の所有により回避される最少の犠牲として定義できるo
この機会価値についての定義は，適切であるけれども，より一層含蓄のある
定義が，次のような用語で，ポンプライト教授により表わされている。
『所有主にとっての財産価値は，所有主がその資産を剥奪されたとするなら
ば，彼がこうむると予測される，直接的および間接的なすべての損失の逆の価
値と金額的に同じである。~J
さらに，また，サンデイランズ報告書 C(9)， p.58)は， J. C・ポンプラ
イトによる定義をそのまま引用した後，次のようにその定義を機会原価の逆の
概念(機会価値概念〉と解釈している。
「この定義は，行動コースについての『機会原価』としづ標準的な経済学上
の概念の逆のものであるo機会原価によれば，その行動コストは，提案された
コースを取るために放棄されねばならない最も利益のあがる行動コースからの
期待利得と定義される。機会原価は，提案された行動を取る会社にとってのコ
ストを定義するが，ボγブライト教授からの引用文は，過去において，取られた
行動の結果として，取得されている資産についての『企業にとっての価値』を
定義している。」
要するに， I企業にとっての価値」概念は，所有主がその資産を剥奪される
ならば，こうむるであろう最大の損失である O 言い換えれば，それは，所有主
がその資産を保有することによって避けることのできる最少限度の犠牲であ
る。
(2) I企業にとっての価値」の決定方法
前述した価値概念に基づいて，個々の資産を評価する場合， I企業にとって
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の価値」の具体的評価基準は，表 1のように，各資産の取替原価，正味実現可
能価値，現在価値の大きさの相互関係により，決定されると言われる。
サンディラ γズ報告書 C(9)， p. 59)によれば，表1のように各ケースごと
に， I企業にとっての価値」が決定される理由が，次のように説明されている。
「ケース 1と2において， NRVの方が PVより大きいので，企業は資産を
表1
ケース RC，NRV，PVの関係 評 価 基
NRV> PV > RC RC 
2 NRV> RC > PV RC 
3 PV > RC >NRV RC 
4 PV >NRV> RC RC 
5 RC > PV >NRV PV 
6 RC >NRV> PV NRV 
RC.……・・取替原価 (ReplacementCost) 
NRV'…・・正味実現可能価値 (NetRealizable Value) 
PV…・・…・現在価値 (PresentValue) 
準
(2) D・ソロモンズ((10)，p. 125)は「所有主にとっての価値_j(VO)の決定方法を
次のように要約している。
jRC>NRV>PVの場合，資産は売却されるはずである。したがって， VO=NRV 
NRV>PV 
>RCの場合，この関係が続くかぎり，資産は売却目的で購入されるはずである。
このケースにおいて， VO=lィC
NRVくPVの場合，資産は売却でなく利用のために保有されるはずである。
NRVくPVを与件とする場合，
(i) PV>RCなら，資産が喪失する場合，それは取り替えられるはずである。この
ケースにおいて， VO=RC 
(i) PVくRCなら，資産が喪失する場合，それは取り替えられないはずである。こ
のケースにおいて， VO=PV 
NRVくPVを与件とする場合， VOは， RCとPVのうちより小さい方である。J
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利用するのではなしそれを処分することにより，より裕福になるだろう。し
かしながら，これらのケースにおいて，企業がこうむる剥奪による最大の損失
は， NRVそれ自体ではなく， RCである。というのは，同じタイプの別の資
産を購入することにより，企業はその処分による NRVを得る機会を取り戻す
であろうからである。別の資産を購入するに必要な金額こそが，企業が現存の
資産を突然剥奪される場合，企業がこうむるであろう最大の損失である。
ケース 3と4において， PV (W経済的価値~)の方が， NRVより大きいの
で，企業は資産を処分するのではなしそれを利用することにより，より裕福
になるであろう。しかしながら，ケース 1と2におけるのと同じように，その
資産を剥奪される場合，企業がこうむるであろう最大の損失は， RCである。
というのは，これがその資産を元に戻すに必要な金額であり，その資産を用い
る機会が PVにより示された金額だけの利益をもたらすからである。それ故，
これらのケースにおいても，企業にとっての資産価値は， RCである。…
しかしながら，ケース5と6において， RCは企業にとっての資産価値では
ないだろう。これら 2つのケースにおいて，企業は資産を利用することによっ
ても，それを処分することによっても，資産の取替にかかるコストと同額の利
益を得ることはできなし、。企業が突然資産を剥奪されるなら，それがこうむる
最大の損失は，そのような状況のもとでは，資産の取替原価 (RC)より小さい
であろう。というのは，これらのケースにおいて，企業が資産を剥奪され，そ
れを取り替えるに足る貨幣が交換に与えられるならば，企業は資産を剥奪され
る以前の状態より裕福になるであろうからである。ケース 5と6において，資
産の剥奪により企業がこうむるであろう最大の損失は， PVとNRVのうちよ
り大きい方であろう。これらの金額がケース 5と6の各々における企業にとっ
ての資産価値であろう。」
また， E・スタンプ ((11)，p. 285)は， ネットパック価値概念 (NRVと
PVのうちより大きい方〉を用いて， I企業にとっての価値」の決定方法を次
のように説明している O ただし E・スタンプは， PVの代わりに EV(経済
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的価値-EconornicValue)という用語を用いている。
「われわれは，企業にとっての価値 (Valueto the Firrn)をこれら他の3
つの概念 (RC，NRV， EV)によって解釈し直すことができる O 企業が資産を
突然剥奪されるならば，企業が結果としてこうむるであろう最大の損失は，資
産の RCとそのネットパック価値のうちより小さい方であろう。
かくして，ネットパック価値が， RCより大きいならば，資産を取り替える
ことは，企業に引き合うであろう。 RCが企業がこうむる損失の最大の価値で
ある。というのは，これが企業が資産を剥奪される以前の状態にそれを戻すに
必要な金額であるからである。
他方，ネットパック価値が RCより小さいなら，その場合，資産が喪失する
なら，それを取り替えることは企業に引き合わないであろう。というのは，企
業がネットパックで取替のコストを回収することを期待できなし、からである。
したがって，これらの状況のもとで，企業が資産を剥奪される結果としてこう
むったと言われる最大の損失は，そのネットパック価値である。」
要するに， r企業にとっての価値」の決定方法は，図 1のように示すことが
できる O
図1
~ 
NRV PV 
(3) 用いている用語は異なるけれども， W ・T・パックスター C(1)ふ 138)が，同様
の図を示している。
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田 「企業にとっての価値」概念に基づく評価基準に対す
る批判(その 1)一一各ケース別の批判
「企業にとっての価値」概念に基づく評価基準に対して，多くの批判が提起
されてきている O 本節では，前節で示した表1における 1から 6のケース別
に，その批判点を検討する。
(1) ケー ス 1CNRV>PV>RC)に関する批判
ケース 1に関する批判は， 2つある O いずれの批判も，ケース 1の場合， RC 
ではなく NRVで評価すべきであるとの批判である。第1の批判は，吉田教授
による批判である O 吉田教授((16)，p. 18)は，ケース 1の場合， RCではな
くNRVで評価すべきであるとの主張を次のように述べている。ただし，吉田
教授は PVの代わりに EV(経済的価値〉としづ用語を用いている O
「さて，われわれは， 6つのケースについての最終的分類を次のように示す
ことカミで、きる。
EV EV 1 NRV NRV RC 
vrv l|: :LlJふY
最初の 2つのケースにおいて，企業にとっての資産価値は， RCに等しいで
あろう。というのは，資産を取り替えることが企業に引き合うであろうからで
あるo 2番目の各ケース(ケース 1と2がこの 2番目のクラスに入る。 -51用
者挿入〉において，企業にとっての資産価値は NRVであろう。というのは，
資産を処分することが企業に引き合うであろうからであるo 3番目のクラスの
ケースにおいて，企業にとっての価値は EVであろう。」
この吉田教授による批判に対しては， K. P・ギィと K・V・ビーズネル
(( 4)， p. 244)が，当を得た反論を次のように指摘しているo
「ケー ス 1は，文献上より一層の異議を提起してきている。吉田によれば，
資産の EV(PV)が NRVより小さいので，資産が喪失される場合，利用の
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ために資産を取り替えることは， このケースにおいては，企業にとって引き
合わないであろうと主張されている O この主張は妥当ではなし、。妥当な規準
は，ケース 1の場合そうであるように， PV>RCであるとの条件で，利用目的
で取り替えることが引き合うであろうということである O 実際，ケース 1は，
利用目的での取替と即時的売却目的での取替の両方が，引き合う『混合的』ケ
ースとして説明されるであろう。 CPV>RCなので，利用目的での取替が引き
合う。)J
第2の批判は， R・J・チェンパースによる批判である。 R. J・チェンパ
ース CC2)， p. 46)はケース 1，3， 4， 5を含む具体的設例に基づいて，ケ
ース 1に関する批判を次のように指摘している。
「ケース(d)Cケース 1に相当する-引用者挿入〉において，資産Aが 750ド
ル(つまり， PVA) または 600ド、ル(つまり， Aの取替価格〉で表示されるな
ら，これらのいずれの数値も，代替案の実行可能性を決めるうえで、役立たない
であろう。
売却価格が取替価格を超えるケース(c)およびケース(d)Cそれぞれケース 4と
ケース 1に相当する-引用者挿入〉に関して， Aの取替は， コースBが取るこ
(4) R・J・チェンパース C(2)， p.46)により示された設例は，次のようである。
「現在保有している資産をAであるとしよう。 Aの受取額についての最善の代替的利
用をBであるとしよう。 BはAの取替のこともあれば，また，まったく異なる資産と
の取替のこともあれば，さらには， Aの取替に加えて(もし，あれば〉利子付の余剰
資産の投資をしたり，追加的資産投資をしたりすることもある。 Aを保有することの
現在価値をPVAであるとしよう。 Bとし、う行動コー スの現在価値，つまり， Bに800
ドル投資することの PVを， PVBで、あるとしよう。
Aの売却価格 Aの取替価格 PVA 指示される行動
(a) 800 1，000 1，200 PVB> 1，200ならBに投資
(b) 800 1，000 900 PVB> 900ならBに投資
(c.) 800 600 1，000 (Bコースはすでに取られ
(d) 800 600 750 iてきている。」
この設例におけるケース(a)，(b)， (c)， (d)は，表1におけるケース(3)，(5)， (4)， (1)にそ
れぞれ相当する。
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とのできる諸形態の 1つにすぎないことを思い起すべきである。し、かなる形態
のBを取るべきかを見つけ出すためには， Aの取替価格だけではなく，いくら
利用可能であるか(つまり， 800ド、ル〉を知る必要がある。というのは， Aの取
替以外の別のコースが，より大きな PVをもつこともありうるからである。」
R.J・チェンパースによるこの批判は，資産の売却価格に関する情報だけ
が①意思決定における代替案の実行可能性や，②より大きな現在価値をもっ代
替案の発見に役立つとの見解に基づいている O このような意思決定にたし、する
売却価格情報の有用性を主張するR • J .チェンパースの見解自体に問題がな
いわけではないが， I企業にとっての価値」主義会計の支持者が，会計目的と
くに会計の意思決定目的にたいするその資産評価基準の有用性を明確に論じて
いないことも確かである O ここに「企業にとっての価値」主義会計論の 1つの
(5) W. Kライト((12)，pp. 152-153)は， 1企業にとっての価値」概念と会計目的と
の関連について次のように述べている。 1会計の主要な目的は， (1)経営者および投資
家が経済的特質を有する意思決定をなすさし、に，彼らを支援することであり， (2)彼ら
が富の極大化という(仮定上の〉目標との関係で， ビジネスの業績を評価するさいに
彼らを支援することであると仮定されよう o
われわれは，今，この価値概念 (1企業にとっての価値」概念ーー引用者挿入〉が，
会計の主要な目的にレリパントであることを示そうとするであろう。これらの目的の
うち最初のもの，つまり，経済的意思決定目的に関するそのレリパンスは，ほとんど
白明のものである。棚卸資産にいくら保険をつけるかとか，それにたいしである一定
の価格を認めるか否かといった棚卸資産についての意思決定をなす必要性に直面して
いる企業経営者は，企業にとっての棚卸資産の価値により明らかにその意思決定を方
向づけられる。同様に，全体としての企業についての意思決定をなすさいにも企業の
所有者は， (継続企業としての〉企業にとってのその棚卸資産の価値を知ることがき
わめて有用であることに気づくであろう。
富の極大化という目標に関係して企業の業績を評価する目的にとっても，資産価値
について最も有用な定義は，やはり， ~企業にとっての価値』であるように思われる。
というのは，継続性の仮定のもとでは，企業は利益追求組織として活動を続け，企業
経営者はこの目的に合致した意思決定をするであろうと仮定しなければならなし、から
である。これらの仮定に基づけば，すで、に定義した『企業にとっての価値』が，棚卸
資産により表わされる富についての最も妥当な測定値であるように思われる。」しか
しながら，会計目的と「企業にとっての価値j概念との論理的関係は明らかIこされて
いなし、。
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問題点があるように思われる。
(却 ケース2CNRV>RC>PV)に関する批判
B.ポポフ C(7)， pp.68-69)は，ケース2の場合， RCでなく， NRVで
評価すべきであるとの批判を次のように指摘している。
「要するに，取替原価による資産評価の条件は，資産の取替が評価時点で企
業に利用可能な合理的な再投資代替案でなければならないことである。言い換
えれば， PV>RCという条件が成立しなければならなし、。この条件は， NRV に
関係なく適用される。 NRVに基づく資産評価にとっての条件は，評価時点で
の資産の取替が，合理的な再投資代替案でないということである。この条件は，
RC>PVであり，やはり， NRVとは無関係である。たとえば， RC>PVであ
るとする。考えうる PVと NRVとの組合せは，次のようである。
PV>NRV 
NRV>PV (ケー ス 2が含まれるーヲ|用者挿入〉
最初のケースにおいて，企業は，その資産を利用し続けるだろうが，その取
替を想定しないだろう。 2番目のケースにおいて，企業が合理的に行動するな
ら，それは資産を売却するであろうが，取り替えないであろう。」
K'P・ギィとK・V・ピーズネル C(4)， p. 244) は， B'ポポフの批判
に対して次のように反論している。
「ケー ス 2もまた，特に困難ではないけれども，ある程度の混乱を与えてき
ている。たとえば，ポポフは，最近の論文において， RC>PVであるので，ケ
スー 2における資産は，取り替えるべきではないと主張している。資産を利用
のために取り替えるべきでないことは，正しいが， NRV>RCであるので，即
時的売却のために取り替えるべきである。したがって，ポポフが主張している
ような NRVではなく， RCがこのケースでの剥奪価値の妥当な測定尺度であ
る。」
B・ポポフ C(8)， p. 311)は， K. P・ギィとK・V・ピーズネルの反論
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に対して次のように答えている。
「ここでの論評の目的は，次のことを示すことである。つまり， NRV>RC 
の場合，ギィとピーズネルが主張した理由による資産の評価は，ありえない状
況に関連すること，それ故， NRVが事実上剥奪価値についての適切な測定尺
度であること。
資産が現時点を超えて保有される場合， PVは資産の主観的価値に関連する。
というのは，現時点で PVが NRVC資産を直ちに売却するなら受け取るであ
ろう現金〉より小さいことはありえなし、からである。 NRV>PVは資産を売却
すべきであることを意味し， RC>PVは資産を取り替えるべきでないことを意、
味する。資産を即時的売却のために取り替えるとしづ議論は，同時的に取り替
えを行うことができるであろうことを意味する。このことが可能であるなら，
NRV>RC>PVとしづ条件は，依然として保たれたままであろう。この条件
はサイクルの同時的反復による同時的売却と取替を再び要求するであろう O
RC による資産評価を正当化するこの条件を保つためには，無尽蔵の同時的売
却に供される同時的かつ無限の供給が存在しなければならない。それ故， NRV 
>RC>PVの場合， RC v;こより資産を評価するとの主張は，同時的かつ無限に
供給される資源は限られているとの観点から，想定できない事態に基づいてい
る。」
K.P・ギィとK・V・ピーズネル C(5)， p. 312)は， B・ポポフの論評
に対して次のように再反論している。
「ポポフは，ここで即時的を同時的という意味に解釈している。他方，われ
われの解釈は， コンサイスオックスフォード辞典により与えられている解釈，
つまり， w遅滞なく，すぐに起こる。』とし、う解釈である。もちろん，同時的な
取替売却取引は，この辞典の定義に含まれる。そのような取引が想定できない
ものである点を強調している点で，ポポフは正しい。しかしながら， w即時的』
は， w不当な遅滞なく』を意味すると合理的に考えられる。資産が購入され，
売却されるまでの期間が，その流入・流出価格が変動しないほど短かし、かぎ
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り，その利益を伴う売却の機会は，利用可能なままであろう。かくして，この
ことは決算日における RCによる評価にたし、するわれわれの正当性をそのまま
残すであろう。」
B・ポポフの批判は，ケース 2(NRV> RC> PV)が，実際にはありえない
状況に関連している点に向けられているO ケース 2にかぎらず，回産資産につ
いては， NRVが RCを超えるケースはきわめて稀であろう。しかしながら，
棚卸資産については，十分起りうるケースである。したがって， B.ポポフの
批判は，的確な批判であるとは考えられない。
(3) ケース3(PV>RC>NRV)に関する批判
ケース 3は，最も一般的なケースであり，このケースにだけ向けられる固有
のt比半山まない。
(4) ケース4(PV>NRV>RC)に関する批判
G・ウィティングトン((15)，pp. 96-97) は，ケース 4の場合， 3つの価
値 (RC，NRV， PV)がすべて同時にレリバントであるとの批判を次のように
指摘している。
「かかる状況 (PV>NRV>RC ヲ問者挿入〉のもとでは，極大利潤企業
(6) G ・ウィティングトン((15)，p. 97)は，起りそうなケース 4の事例を次のように
説明している。 I取替原価の定義を選択した後，土地のような多くの用途をもっ資産
についての保有・売却・取替意思決定を考えてみよう。都市地域の広がりが，かつて
は農業かあるいは(ェーカ当りの利益の観点から〕余り利益のあがらない他の活動に
しか適していなかった土地に，高い利益のあがる代替的用途を聞くことがしばしばあ
る。たとえば，古い倉庫用地が，住宅や事務所の開発用に適するようになると仮定す
る。このようなケースにおいて，利益をあげている企業が，倉庫用に土地を継続的に
利用することは正当化できる。 このことは十分ありうることである。したがって，
PV>NRVである。かかるケースにおいて，独立したこの 1組の価値は，保有意思決
定を示すけれども，追加的関係，つまり， NRV>RCが『売却・取替』意思決定を示
す。この 2つ自の関係は，説明してきた状況のもとにおいて，明らかに，起りそうで
ある。企業が貯蔵設備をもつことは，きわめて価値のあることであるけれども，その
能力は，企業が保有しており，代替的用途において開発価値を獲得してきた特定の貯
蔵設備でなければならない必要はない。」
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は， 2つの同時的意思決定を必然的に取ることになる。つまり，資産は売却さ
れ，取り替えられることになる。このケースにおいて， 3つの価値すべてが同
時にレリパントであり， 1つの評価を削除することはできなし、。というのは，
そうすることは結果として意思決定を2つの価値だけによって表わすことにな
るカミらで、ある。」
また， R. J・チェンパース (C2)， p. 46)は，すでに述べたように (104
-105頁参照)，ケース 1に対するのと同じ批判をケース 4に対しても指摘して
いる。 F.K・ライト((14)，p. 61)は，これらの批判に対して，次のように
的確に反論している。(チェンパースの設例-104頁注(4)を参照〉
「所有主にとっての価値に関するかぎり，例(c)(ケー ス 4に相当する-51用
者挿入〉は，解決すべき問題はなにもない。所有主の最善の政策が， Aを現在
販売するか後でそうするかに関係なく，彼が，現在， Aを剥奪されるなら，彼
がその損失を最少限にするであろう方法は，きわめて明白である。つまり，彼
はそれを600ド、ルのコストで直ちに取り替えるであろう。合理的行動を与件と
すれば，これが彼の全損失の逆の価値であるので，所有主にとっての価値(ポ
ンプライトの定義において)は， 600ド、ルになる。」
(5) ケース5(RC>PV>NRV)に関する批判
ケース 5に関する批判は， 2つある。いずれの批判も，ケース 5の場合， PV 
ではなく NRVで評価すべきであるとの批判である。第1の批判は， R. J • 
チェ γパースによる批判であるo R • J・チェンパース (C2)， p.46)は，前
述したケース 1に関する批判と同趣旨の批判をケース 5に関する批判として
も，次のように指摘している。(チェ γパースの設例-104頁注(4)を参照〉
「ケー ス(b)と(d)(ケー ス5と1にそれぞれ相当する-引用者挿入〉におい
て， Aの現在価値は， Aの売却価格と取替価格との聞に入る。しかし，ケース(b)
において，資産Aが， 900ド、ル(つまり， PVA) か，または， 1，000ドル (Aの
取替価格〉として表示される場合，これらの数値は， Bが考えうる代替案であ
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るかどうか(つまり， 800ドルがBに投資するために利用可能で、あるかどうか〉
を決定するさいに役立たないであろう。それ故，それはまた PVBがどうであ
るかを見つけ出すさいにも役立たないであろう。というのは，両方とも， Aの
売却価格についての知識に依存するからである。」
このR • J・チェンパースによる批判に対する論評は， ケース 1に関する
R • J・チェンパースによる批判に対するそれと同じものを当てることができ
る。 C105頁参照〉
第2の批判はB・ポポフによる批判であるo B・ポポフ C7)， p.68)は，
ケース 5の場合， PVではなく NRVで評価すべきであるとの批判を次のよう
に指摘している。
「さて， RC>PV>NRVである状況を考えてみよう。
PV>NRVであるので，資産保有の条件が適用される。しかしながら， RC> 
PVであるので， RCは，企業にとっての資産の経済的重要性の測定値として
認められなし、。それ故，資産は正味実現可能価値で評価されるべきである。こ
の評価は，たとえば，カレントコスト基準では利益を示さないが，低いまたは
ゼロの実現可能価値に基づく場合，そこそこの利益を示す設備のケースにおい
て，適切な経済的意味をもっO このケースにおいて，正味実現可能価値基準に
基づく評価は，設備を売却する代替案として，それを利用することにより企業
がこうむる経済的コスト(経済的効益の犠牲〉の測定値であろう。さらに，こ
のようなケースにおいて，実現可能価値に基づく資産の評価は，その設備を利
用する計画の本質的に短期的な性格を明らかにするであろう。」
K.P・ギィとK・V・ピーズネルは，ケース 5の場合， NRVにより評価
すべきであるとの批判に対して，次のように反論している。彼らの反論は，
2つに分けられるo 1つは， NRVによる評価に対する一般的反論であり，も
う1つは，ケース 5にNRVによる評価を適用することに対する反論であるO
K.P・ギィとK・V・ピーズネル C4)， p. 246)は， NRVによる評価に対
する一般的反論を次のように2つ指摘している O
?
?
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「次のような論拠に基づいて， NRVによりケース 5の資産を評価すること
に対する強力な反論を指摘することができる。
(j) ケース 5の資産には溶鉱炉のように多額の移転費用を伴なう固定資産
が，しばしば，含まれるであろう。このタイプの資産の NRVは，それを除
去するにお金をかける必要があるだろうという意味で，多分，負であろう。
しかし，企業により所有されている品目が，正の PVを有すると考えられる
かぎり，それは『資産』としづ用語の直感的に合理的な意、味において，明ら
かに，その企業にとっての資産のままである O したがって，たとえば，溶鉱
炉の NRVによる評価によれば，その資産は，単に， RC>PV>NRVの範
曜に入るという理由で，負の価値をもっ資産となるだろう。…
(i) ケース 5の資産を NRVで評価すると決めるならば，このプロセスは，
多分，手間とコストがかかり，その上，操作の余地があるだろう。まず，資
産をいかなる集計水準で評価するかを選択する問題が生ずるだろう。資産
は，グループ水準〈工場全体を同時に〉か，個別水準〈工場内の機械ごと〉
か，構成要素水準(各機械の各部品をその独立した NRVで〉かのいずれで
評価すべきであるか。原則的な答えは，総NRVを最大にする水準で評価す
ることであろう。しかし，このことは，その水準を見つけるために，どれく
らい調査すべきであるかとしヴ問題をもたらしてしまう。資産が稀にしか取
引されない場合，その資産について確立した市場価値は存在しないであろ
う。したがって，こういった資産の NRVを見つけ出す努力は， コストはか
かるが，成果のないものであろう。企業は，単に，より有利な市場を期首以
上に期末に一層丁寧に探すことにより，期首に比らべて期末資産の NRVを
『増大』できるので，実際に，正味売却価格が『所与』であることはない。
それ故， NRVの『市場による確認』が，そのような状況のもとで意味して
いることを理解することはむずかしい。」
K.P・ギィとK・V・ピーズネルは，こういった NRVによる評価に対す
る一般的反論に加えて，ケース 5にNRVによる評価を適用することに対する
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反論を次のように指摘している O この反論は，ケース 5にRCによる評価を適
用することを積極的に支持する主張である。この反論によれば， ケース 5に
RCによる評価を適用するためには，ケース 5とケース 6 (NRVにより評価さ
れる〉の区分が必要であるが，ケース 5にNRVによる評価を適用するために
は，ケース 5とケース 3 (RCにより評価される〉の区分が必要となる。しか
るに，前者の区分は，容易であるが，後者の区分は困難である。別言すれば，
ケース 5と3の両方とも， RCによる評価が適用されるので，両ケースの区分
(困難な区分〉をする必要がなくなる。それ故，ケース 5には RCによる評価
を適用すべきであると主張される， K' P・ギィとK・V・ピーズネル((4)， 
pp. 246-247)は，かかる反論を次のように指摘している。
「ケー ス 5において， RCが採用されるなら，このことはケース 5とケース
6 (NRVで評価される〉との区分の問題を導くであろう。しかし， ケース 5
において， NRVが採用されるなら，このことはケース 5とケース 3 (RCで評
価される〉との区分の問題を導くであろう。前者の問題のほうが後者の問題よ
り好ましし、。つまり，ケース 5とケース 3とを区分することより，ケース 5と
ケース 6とを区分することの方が，もともと容易である。
この理由は，きわめて単純である。いずれの区分にも， PVについての経営
者の評価の知識が必要である。ケース 5とケース 6との区分にとっては，その
ような知識が原則として絶えず入手可能であるが，ケース 5とケース 3との区
分にとっては，それは入手できない。資産が依然、として有効であるならば，経
営者から見て PV>NRVであるので，そうでありうる。資産が有効でないな
うば，同じ経営者が見て NRV>PVであるので，そうでありうる。経営者は
PVjNRV関係を絶えず評価するように思われる。その評価の結果は， 明確な
意味をもっ。資産が依然、として有効であるなら，つまり， PV>NRVであるな
らそれはケース 5に入いる。資産が有効でなくなり，売却を待っているなら
つまり， NRV>PVであるなら，それはケース 6に入いる。
しかしながら，ケース 5とケース 3との区分は， PVとRCとの関係に依存
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?する。 PV/NRV関係と違ってこれは観察することがむずかしし、。経営者は，
その用役が実際に剥奪されてきた資産を取り替えることを要求される場合，
PVとRCとの関係を多分評価するにすぎなし、。しかし，実際の剥奪は頻繁に
起きなし、。(それ故，剥奪価値は，概念的剥奪に依存する。〉経営者が実際にこ
れについての意見をもたないかぎり，経営者が資産についての PV/RC関係に
関して考えていることを述べることはできない。」
r企業にとっての価値」概念によれば，ケース 5には， PVが評価基準として
論理的には適用されるべきである。しかしながら， PVは主観的評価基準であ
るので， I企業にとっての価値」概念の提唱者の中にさえ，実際には， NRVを
ケース 5に適用すべきであると主張する論者がいる;ケース 5にPV以外の評
価基準を適用すべしとのここで示した批判は，評価基準の実際適用上の問題に
関する議論であり， PVの適用に対する論理的な批判ではない。
(6) ケース6CRC>NRV>PV)に関する批判
NRVによる評価に対する一般的批判を除けば，ケース 6に NRVによる評
価を適用すべきであるとの主張に対する特別の批判はなし、。 NRVによる評価
に関する一般的批判は，ケース 5に関する議論の中で検討したので，ここでは
言及しないことにする。
IV I企業にとっての価値」概念に基づく評価基準に対する
批判〈その2)一一各ケースに共通の批判
本節では， I企業にとっての価値」概念に基づく資産評価基準に対する批判
(7) たとえば， E.スタンプ ((11)，p. 285)は，かかる主張を次のように述べている。
r-3つ目のケース(ケース 5に相当する一引用者挿入〉において，資産が喪失される
場合，それを取り替えることは無益であろう。しかし，企業が資産を所有しているか
ぎり，企業はそれを売却することによるより，使用することにより，一層俗福にな
る。われわれのルールに従えば，企業にとっての価値は，経済的価値であろう。しか
し，これは主観的で測定不能な量であるので，われわれは，このケースの場合，企業
にとっての価値を正味実現可能価値として扱っても，直ちに大きく誤らないであろう
と思われるがどうか。」
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のうち，いくつかのケースに共通の批判点を検討する O 共通の批判点は2つあ
る。 1つは， i企業にとっての価値」概念、に基づく資産評価基準は，主観的で
あるとの批判であり，もう lつは，それが取替意思決定を先取しているとの批
判である。
(1) 主観的評価であるとの批判
吉田教授((16)，pp. 20-21)は， i企業にとっての価値」概念に基づく資
産評価基準が主観的であるとの批判を， E・スタンプ(前述したように「企業
にとっての価値」主義会計の提唱者の一人である。〉の主張に対する批判とし
て次のように指摘している。
「スタンプによれば，資産を測定するためには，まず，その経済的価値を知
らねばならなし、。さもなければ，取替原価とネットパック価値のうちより小さ
し、方を決定できなし、。したがって，定められた資産評価ノレールに従うにしても，
取替原価によって資産を測定できないであろう。このことは，スタ γプ自身の
立場と矛盾するように思われる。というのは， w経済的概念は，その主観性に
より客観的会計目的にとって，有用でなくなる。』との理由で，彼は資産評価
のための経済的価値概念を拒否しているからである O
明らかに，彼は資産評価のための経済的価値概念の利用可能性を否定したO
しかし，彼による経済的価値の拒否は，資産評価のためのその直接的利用に限
られている。というのは，その概念に頼ることなくして，企業にとっての資産
価値を決定できなし、からである。このことにより，資産の客観的測定は，資産
についての主観的評価をなすことなく，達成できないことが意味される。」
また， K・P・ギィとK・V・ピーズネル((4)， p. 244) も，主観的評価
に関する同趣旨の批判を次のように指摘しているO
「購入価格 (RC)が売却価格 (NRV)を超える場合，会計人は，特定の資
産にいかなる評価概念を適用するかを判断するにあたって，経営者により資産
に与えられるその現在価値についての主観的評価に左右される。言い換えれ
ば， RC>NRVであるなら，企業にとっての価値は， PVの相対的位置いかん
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により， NRV，または， RCでありうる。他方， NRV>RCであるなら，企業
にとっての価値は， PVの相対的位置にかかわらず， RCであるに違いない 0・
主観的な PVの見積りにこのように依存することが，その理論が企業にとっ
ての価値に対する客観的近似値を提供するという目標を達成できないに違いな
いとする吉田教授の主張の根拠である。」
B・ポポフ C(7)， p.69)は， 1"業績の測定およびそれに関する報告方法は，
客観的に適用できるものでなければならなし、。このことは，なによりもまず，
次のことを意味する O つまり，現在価値は，直接的な評価基準としても，ある
いは，歴史的原価，取替原価または正味実現可能価値のような現在価値以外の
評価基準を選択する手段としても，外部報告システムから排除されるべきであ
る。JC( 7)， p. 62)との観点から，主観的評価に関する批判に対して，次のよ
うな解決策を提案している。
「現在価値が取替原価より大きいと仮定できる状況を定義し，次に，その仮
定を，実際の事象により取替原価が現在価値を実際に超えないことが，確証さ
れる範囲を決定するテストとして，用いることが提案される。つまり，次のよ
うに提案される O
『生産，商取引および用役の供給目的で保有しているすべての資産は，それ
らの取替原価より大きい現在価値をもっており，それ故，それらは取替原価
によって評価すべきであると仮定する。』
このような評価モデ、ルは，代替的評価基準の中からの選択手段として，現在
価値に頼る必要性をなくす。このモデ、ルから引き出すことができる単純なルー
(8) B・ポポフ C(7)， p.69)自身，主観的評価に関する批判を，次のように指摘して
いる。 I取替原価または正味実現可能価値による評価ための条件，つまり， PV>RC 
および RC>PVのいずれの条件も，現在価値に依存にしている。要点は，適用され
る評価方法は客観的であろうけれども，取替原価と正味実現可能価値という 2つの代
替的方法からの選択は，本質的に主観的なものであろう点にある。このことは，現在
価値は直接的評価基準を形成すべきではないしまた，それは評価方法を選択する手
段としても用いられるべきでないとした，すで、に述べた規準に反するであろう。」
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ルによれば，営業活動が取替原価基準で余剰を示す場合には，資産は取替原価
によって評価されるべきである。逆の場合には，資産は正味実現可能価値によ
って評価されるべきである。正味実現可能価値による評価は，本質的に短期的
性質をもっ営業活動を示すであろう。」
B・ポポフ (C7)， p. 69)によれば，ここで提案された評価モデ、ノレは，取替
原価によると損失を示すが，営業活動の継続が意図されるケースに RCによる
評価でなく， NRVによる評価を適用してしまうことになる。そこで， B'ポ
ポフ (C7)， p. 69)は，次のように評価モデ、ルを再定義している。
「営業活動が取替原価に基づく余剰を示す場合，あるいは，取替原価が収益
を超える状況のもとであっても，その意図が財または用役を提供し続けること
である場合，取替原価がレリパ γ トな評価基準である。」
ここで， B・ポポフが提案した解決策には，限界があると考えられる。とい
うのは，その解決策によれば，特定の評価基準が，状況に応じて適用されるこ
とになるが，状況の識別自体主観的なものにならざるをえないと考えられるか
らである。 B・ポポフ (C7)， p. 69)も， この限界について，次のように述べ
ている。
「取替原価基準に基づく営業活動損失が現われていることを正味実現可能価
値による評価基準への切り換えのための自動的シグナルとして利用できないの
で，取替原価の点からの営業損失にもかかわらず，取替原価の使用が示される
場合，たとえば，営業活動損失が一時的性質のものであると考えられる場合，
そのモデルは客観性としづ規準を満たさなし、。同じ理由で，取替の計画がない
(9) B・ポポフ C(7)， p.69)は，かかるケースとして，次の3つのケースを挙げてい
る。
(1) 取替原価に基づく営業損失が一時的性質をもつものと考えられる場合。
(2) これらの営業活動が企業の全体的業績にとって有益であると考えられるので，
それを長期的に継続することが経営政策とされる場合。
(3) その事業をやめることが想定できないほどその財および用役に公共的，社会的
重要性がある公益事業の場合。
というだけで，営業活動が短期的に企わだてられる場合，資産評価のために正
味実現可能価値を使用する意思決定も，主観的な考慮に基づく。」
(局 取替意思決定を先取しているとの批判
「企業にとっての価値」概念に基づく資産評価基準によれば，ケース 5と6
の場合を除いて，取替原価以外の価値は無視される。このことは，資産の取替
意思決定を仮定したうえで，資産が評価され，報告されることを意味する O し
かしながら，資産は，意思決定者による最善の代替的行動コースの選択にとっ
ての有用性といった観点から，評価されるべきであり，それは，取替意思決定
を仮定したうえで，評価されるべきで、はないとの批判がある。
S . J・グレイとM ・C・ウェルズ C6)， pp. 164-165)は， 1から 6のケ
ースを「資産を利用すべきグループJ Cケース 3，4，5)と「資産を売却すべ
きグループJCケース 1，2， 6)とに分けたうえで， I企業にとっての価値」概
念に基づく資産評価基準は，取替意思決定を先取しているとの批判を次のよう
に指摘している。
IW利用』グループからすべての NRVをイレリバントなものとして削除し，
『売却』グループからすべての PVをイレリパントなものとして削除するよう
に求められている。この分析の目的が，事後的利益を計算し，スチュワードシ
ップ報告書を作成するさいに， どの価値を用いるべきかを決定することにある
ことを思い起こすなら，選択される価値は，意思決定(つまり，将来を予測し，
それによって計画を立てるさいの〉と評価〈つまり，スタッフを統制しスチュ
ワードを評価するさいの〉にとって最も有用な価値であろうとの規準に基づい
て議論が進められることが期待される。しかし，これらの目的に直接的に関係
倒 R・J・チェンパー ス((3)， p.70)も，同趣旨の批判を次のように指摘している。
「し、かなるケースにおいても，どのような原因であれ，喪失したものが，同ーのもの
と取り替えられることは，たとえあるにしてもきわめて稀である。したがって，類似
の資産の購入が可能であるにしても，そのコースと取ることのできる他のコースは，
当然，代替案として，期待正味受取額に基づいて判断されねばならない。」
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する 2つの価値を除去することは，これらの目的の達成に必要な意思決定がな
される前に，定全に要点を逸してしまうように思われる。この除去の結果は，
ただ2つの重要でない例外があるが， RC以外のすべてのものをそれ以上考慮
しないことである。除去の結果は，プリストが指摘しているように，会計人が
そのことにより，計画意思決定を先取していることである。というのは， RC 
の使用は，企業がその物的資産〈あるいは，それらの資産により現に提供され
ている用役を取得する能力〉をそのまま維持したし、と望んでいることを意味す
るからである。しかしプリストによれば，それは『個々の企業についての正
しい行動モチーフ』ではないであろうと主張される。つまり，経営者と投資家
の両者にたいする報告書は，企業が必然的に物的資産を維持することを望むで
あろうとの仮定に基づいて作成されるべきではない。そうではなく，報告書は
それが最も賢明な行動コースであるか否かを意思決定者が決定するうえで役立
つべきである。」
G・ウィティ γグトン((15)，p. 96)は， S. J・グレイとM ・C・ウェル
ズによる「取替意思決定を先取しているとの批判」にたいして，次のように反
論している。
「正味実現可能価値は，ちょうど取替原価が『取替』意思決定を先取してい
るように『売却』意思決定を先取している O 実際上，清算は比較的稀である。
それ故，正味実現可能価値は，投資家(つまり，株主〉により実現すると期待さ
れるであろう利益を表わしそうにない。単一の価値が選択されるとするなら，
現在価値こそが，利用のために固定資産が保持される一般的ケースにおいて，
もっともレリパ γ トでありそうな価値である。
現在価値は，資産が投入されるであろう用途における資産価値についての正
しい記述を与えるであろう。しかし，それは意思決定にたいして基礎を与えな
いであろう。つまり，代替的行動コースの評価が，意思決定に必要であろう。」
このG・ウィティングトンによる見解も，裏返えせば， S. J・グレイとM・
C.ウェルズによる批判と同様「取替意思決定を先取しているとの批判」であ
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るo これらの批判は，それぞれ， PVや NRVによる評価が意思決定目的に有
用であるとの見解に基づいているo 1"企業にとっての価値」概念に基づく評価
基準〈多くの場合 RCによる評価〉は，すで、に述べたように，意思決定目的に
対する有用性という観点から，議論されていない。
V む す び
「企業にとっての価値」主義会計論によれば，適切な資産評価基準は，状況
に応じて，取替原価，正味実現可能価値，現在価値の中から選ばれる。しかし
ながら，多くの状況において，取替原価が適切な資産評価基準として支持され
ている O したがって， 1"企業にとっての価値」主義会計論は，いくつかの例外
的なケースへの適用を除いて，取替原価を適切な評価基準として支持している
点で，取替原価主義会計論に類似している。それ故， 1"企業にとっての価値」
主義会計論に対する多くの批判は，正味実現可能価値あるいは現在価値による
資産評価基準を支持する論者により指摘されているO
以下， 1"企業にとっての価値」主義会計論に対する主要な批判を列挙するこ
とにより， 1"むすび」とする。
(1) 1"企業にとっての価値」概念と会計目的(具体的には，会計は経済的意
思決定に有用な情報を提供すべきであるとの目的〉との関連が説明されていな
い。したがって，その概念に基づく資産評価基準の有用性に説得力がない。
(幼 (1)との関連で，その概念に基づく資産評価基準により評価される資産全
体が，企業の何を表わしているのか，理解できない。
(3) 状況に応じた資産評価基準の選択にさいして，現在価値が用いられるの
で，資産評価自体が主観的なものにならざるを得ない。
(4) 資産評価基準についての論述だけで，利益計算についてほとんど言及さ
れていなし、。したがって「企業にとっての価値」概念に基づく資産評価基準
が，どういった利益概念と結びつくのか明らかにされていなし、。それ故，財務
会計理論として体系的なものとは考えられない。
?
?
?
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